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第三者割当による新株式発行の中止による 
今後の当社業績への影響等に関するお知らせ 

 
 

 当社が平成 19 年７月 19 日に発表しました第三者割当増資において、期日に申込みがなか

ったことによる今後の当社業績への影響等につきまして、以下の通りお知らせいたします。 

 
1．当面の資金繰りについて 

 当社は、前事業年度においても多額のマイナス営業キャッシュ・フローを計上しており

ますが、その内訳は、上半期が 11 億 74 百万円のマイナスに対し、下半期は 3 億 5 百万円

のマイナスであり、キャッシュ・フローの状況は着実に改善しております。当第 1 四半期

におきましても、若干のマイナスはありますが、営業活動による資金の減少は、前年同四

半期に対しマイナス幅が約 80％縮小しており、大幅な改善となっております。 

（１）第 2 四半期における営業キャッシュ・フローの見通し 

 当第 2 四半期におけるキャッシュ・フローは、収益性の改善及び以下に記載の諸施策の

実行により大幅に改善され、収支バランスが概ね保たれる見通しであり、当面の運転資金

に支障はございません。 

① 棚卸資産の圧縮 

 アパレル事業につきましては、夏物最終商戦を迎え、単品ごとの適切な売価設定、大型

店舗・アウトレットへの在庫の集約等の有効な施策により夏物商材の徹底消化を図ってお

ります。また、秋物商品につきましては、前期より推進してまいりました月別マーチャン

ダイジングの精度向上により、仕入の適正化が図られております。これらの施策により当

中間期末におけるアパレル事業の棚卸資産は、当第１四半期末に対し約２億円圧縮する計

画であります。 

 一方、エレクトロニクス事業につきましては、仕入先に対する発注時期を受注見込み時

点に変更する政策を既に実行しており、棚卸資産の回転期間は大幅に短縮されております。 

また、一部滞留商品につきましても、大口受注をいただき当中間期末には完全消化する見

通しであり、当中間期末におけるエレクトロニクス事業の棚卸資産は、当第１四半期末に

対し、約 70 百万円減少する計画であります。 
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 以上の通り、全社では約 2 億 70 百万円の在庫圧縮を計画しております。 

② 売掛金回転期間の短縮 

 当社は過年度において、滞留債権の損失処理等を実施しており、売掛金回転期間は正常

化しておりますが、当期においては、一部回収サイトの短縮化が実現しており、当中間期

末時点における売掛金回転期間は前期末と比較し、約 0.7 か月短縮される見通しでありま

す。 

 以上に加え一部仕入債務の支払サイトの変更もあり、当第 2 四半期における運転資本は

20 百万円となる見通しであり、営業活動キャッシュ・フローは大幅改善され、収支バラン

スは概ね保たれる見通しであります。 

（２）当第 2 四半期における設備投資の計画 

 当第 2 四半期におきましては、総合スーパー等におけるインショップ業態の出店を 15

舗計画しておりますが、その大半が設備投資を伴わないものであります。当第 2 四半期に

おける投資活動による資金の使用は約 30 百万円を計画しております。 

 
２．新株式発行中止による業績への影響 

 平成 19 年 7 月 19 日に発表いたしましたように、今回増資による手取り概算額約 5 億

90 百万円の使途予定は以下の通りでございました。 

 アパレル事業におきましては、出店拡大にともなう商品の製造仕入資金および卸販売向

け新ブランドの開発と仕入資金として約 4 億円を充当し、エレクトロニクス事業におきま

しては、AV 関連製品仕入資金として約 90 百万円、超小型広角カメラシステムのカスタマ

イズおよび完成品仕入資金として約 1 億円を充当する予定でございました。 

 アパレル事業における出店拡大につきましては、今秋以降の出店案件を個々に見直し、

これにともなう商品の仕入数量の修正をしてまいります。また、卸販売向け新ブランドに

つきましては、開発はすでに完了し予定時期でのデビューを実行いたしますが、商品の仕

入数量および投入先の見直しを実施してまいります。 

 エレクトロニクス事業における AV 関連製品仕入につきましては、その支払いが製品完

成後であるため、次なる資金調達の実施によって第３四半期以降の計画をほぼ予定通り実

行する見通しであります。しかしながら、超小型広角カメラシステムにつきましては、カ

スタマイズ設計を伴う案件について、製品の完成と納品に遅れを生じる見通しとなります。

なお、平成 19 年 8 月 6 日発表の日本電話施設株式会社との協業による製品群については、

既に完成を得ているため、秋以降の受注に対し予定通りの納品を実施する見通しでありま

す。 

 以上のように、この度の増資の中止は、当中間期業績に与える影響は軽微であるものの、

両事業とも中間期以後の計画の一部見直しをする必要が生じております。この影響につき

まして、現在鋭意算定中であり、判明し次第速やかにお知らせいたします。なお、このよ

うな業績への影響の可能性を極力縮小できるよう、次なる資金調達を早急に進めてまいり
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ます。 

 
３．今後の資金調達計画 

 今後の資金調達につきましては、引き続き準備を進めておりますので概要が決定次第お

知らせいたします。 

 
 当社では、今回の第三者割当増資の不調により株主の皆様にご心配ご迷惑をおかけしまし

たことを真摯に受止めるとともに営業黒字化を早期に必達すべく取締役報酬の一部返上の申

し入れを臨時取締役会において承認いたしました。 

 内容につきましては、平成 19 年 8 月度より当社の営業利益通期黒字化が確定するまでの期

間、代表取締役 30％、役付取締役 15％、取締役 10％をそれぞれ月額報酬から減額するもの

です。  

以上 
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